全国でも先取りして進む広島県の医療費削減

広島民医連事務局長　西村峰子

（１）社会保障費自然増抑制（2016～18年の３年間で5,000億円にまで圧縮）
「社会保障・税一体改革関連法」（2012年）は、子育て、医療、介護、福祉、年金、生活保護など、社会保障の全面に及ぶ総合的な改悪を構想しています。「社会保障制度改革推進法」（2012年）は、社会保障の財源として消費税を充てることとあわせ、社会保障の理念を「自助」「共助」を基本とし「公助」による国の恩恵に変質させました。「医療・介護総合確保法」（2014年）「医療保険制度改革法」（2015年）と具体化され、「骨太方針2015」では「経済・財政一体改革」を打ち出し「財政健全化」（歳出改革＝社会保障費削減）と「経済再生」（経済成長）を一体的に進めています。2016年～18年を「改革集中期間」とし、毎年１兆円程度必要な社会保障自然増を5,000億円程度に圧縮。同時に医療介護分野を経済成長に役立つ内容に切り替えています。
その具体化でもある国民健康保険の都道府県単位化などを定めた「医療保険制度改革関連法（持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険等の一部を改正する法律）」（2015年）は、医療の基本を都道府県に移し、国民健康保険をはじめとする公的制度のもとでの医療費削減を都道府県相互に競わせる巨大な医療費抑制構想です。
国は平成27（2015）年、「骨太の方針2015」及び「地方創生基本方針」でこれらをより具体化。医療・社会保障分野での歳出抑制・削減を基調としています。「まち・ひと・しごと創生法」（2014年）によって都道府県に地方創生総合戦略の基本目標と達成のための施策の明記を求めました。地方財政の支出を削減するために地方交付税算定方式を「標準」から市場化前提のトップランナー方式に切り替え、成果主義的算定分を拡大することを盛り込みました。医療費抑制と医療提供サービスの責任を都道府県に負わせるしくみが「国保の財政責任」です。これら地域医療構想をはじめとする医療費削減一体改革が推進され、地域格差と医療・介護の崩壊が進んでいます。
（２）「ひろしま未来チャレンジビジョン」による医療介護分野の動向　～医療費削減を目標にした指標を導入～
国のこれらの方針により広島県は、「人口減少問題を克服し、地方創生を成し遂げる」ため、「広島県まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2015～19年）を策定、ＫＰＩ（重要業績評価指標）として、「しごとの創生」（総合戦略50項目）、「ひとの創生」（総合戦略44項目）、「まちの創生」（総合戦略54項目）を掲げています。

このうち「安心な暮らしづくり」は、医療・介護、健康、福祉など高齢化社会への対応や地域包括ケアの推進にかかわる施策ですが、医療費削減を目標にした数値による評価指標が多く、子どもの医療費無料化等、住民のニーズに応えた指標が少ない点について指摘する必要があります。
（３）広島県における医療費抑制・医療提供体制の縮小
国の「経済財政運営と改革の基本方針2014」は、「医療介護提供体制の適正化」として、地域医療構想と整合した医療費の水準や医療提供に関する目標を設定し加速するよう都道府県に求めています。広島県では、2016年3月に地域医療構想が策定され、2018年に新たな医療費適正計画（第３期）を策定予定です。同年開始予定の国保都道府県一元化と合わせて、医療費削減にむけ一体的に取り組みが進められます。さらに同年、医療・介護の診療報酬の同時改定が予定され、医療・介護の様相が激変することが予測されます。
広島県の無医地区は2014年で54地区、全国で北海道（89地区）についで２番目ですが、医療費抑制と医療提供体制の縮小が、主に以下の通り進められています。
1 広島県医療費適正化計画　５年間で159億円抑制（2013～17年）
　広島県は「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づいて「第２期広島県医療費適正化計画」を策定し、2013～2017年の５年間で医療費の伸びを159億円抑制するとしています。第３期は2018年度から計画予定です。
広島県の一人当たり医療費は2010年度で、市町国民健康保険が36万円で全国第３位、後期高齢者医療費が104万円で全国５位と「全国的に高い水準」とされています。入院医療費が市町国保は全国第18位（128,895円）、後期高齢者は全国14位（480,489円）と全国平均よりやや高い水準、入院外医療費は市町国保が全国第１位（132,804円）、後期高齢者が全国第２位と（325,908円）と「非常に高い水準」とされています。県民医療費は、2013年度の１兆273億円余から、2017年度には約1,257億円（約12％）増加し、１兆1,530億円余に達すると推計されています。医療費適正計画でその効果額（抑制額）として「159億円」を示しています。

県が示すこの効果額の内訳は、生活習慣病対策等の効果額（87億円）〈「特定健康検査・特定保健指導の効果的な実施」「生活習慣病等対策の推進」「健康増進施策の推進」〉と、平均在院日数の短縮による効果額（72億円）〈「医療機能の分化・連携体制の推進」「地域包括ケアの推進」「適正受診の推進」〉を柱に具体化されています。平均在院日数短縮の効果の推計については、社会保障・税一体改革の推計に基づき、国が平均在院日数の短縮のために必要な充実化要素及び効率化要素を試算し、都道府県の基準病床数を踏まえ効果を推計しています。

②広島県地域医療構想　～10年間で最大6,634床（18.8％）削減へ～
　広島県地域医療構想はその基本理念を第一に「病床の機能の分化と連携」を強調し、医療供給体制の構築と地域包括ケアシステムの構築を一体として進めることを目指すとしています。第二に「病院完結型医療」から「地域完結型医療」への移行を強調し、「身近な地域で医療・介護のサービスが受けられ、居宅等での療養生活・介護を可能にする、住み慣れた地域で暮らし続けることができる」としています。

平成25（2017）年の県内医療施設調査の病床数35,248床〈一般病床24,416床（69.3％）、療養病床10,832床（30.7％）〉を、「病床機能の分化・連携」を図ることにより、必要病床数（暫定推計値）28,614床以上にするとしました。2016年から2027年までに、県内で最大6,634床（18.8％）の病床削減の可能性を示唆しています。（※病床機能報告病床数は32,648床。内訳は、高度急性期4,787床・14.7％、急性期14,209床・43.5％、回復期3,284床・10.1％、慢性期10,368床・31.8％）。

　問題点は以下の5点です。①地域住民が置き去りになっており、地域住民の声を保証する場は設置されていません。②国の方針・方向性を機械的に導入していくだけでは地域住民の医療要求に応えることはできず、結果的に地域の医療崩壊を招く恐れがあります。③「調整会議」では、大病院や地域の基幹病院の意見が重視され、中小病院やとりわけ開業医の小規模病院は軽視される危険性があります。④慢性期や在宅としての受け皿は、主には地域の中小病院あるいは開業医に任せられる構造になっていると考えられます。⑤新「専門医制度」は、医師数と偏在、診療科目を統制するもので、地域医療の崩壊を招く恐れがあります。
③国保都道府県一元化による住民負担増　～「統一保険料率」導入で自治体間格差拡大懸念～
　2018年度からの「国保の県単位化」に伴い、広島県も運営方針の検討を進めています。国民健康保険は、市町村が保険者となり、住民（加入者）が被保険者となる保険制度であり、これまで国が管理運営の主体でした。国は一定の財政投入（国庫補助金）を行ってきましたが、今後は、都道府県に管理運営の主体を委ねます。国は、「調整交付金」という形で「一定額」の財政支援金を各県に支給します。つまり、「国は一定の財政支援はするが、国保の管理運営は県レベルで責任をもって行うこと」となり、これは既に法律で確定（「医療介護総合確保推進法」）しています。本質は、県が保険者となって県民（加入者）を直接“被保険者”とするシステムではなく、市町と住民（国保加入者）との関係はそのまま残し、国が行ってきた業務を県に押し付けるものです。このため、医療費（給付額）や国保料（税）の収納（率）の管理、国保料（税）の設定などを、県が管理運営することになります。県が、「市町と住民（国保加入者）との関係を維持しながら、市町に運営させ、県が国に代わって管理する」という関係を新たに構築するというシステムです。県に「国保」の管理責任を委譲させ、「地域医療構想」や「地域包括ケア」を推進することと連動させると、県の権限がますます大きくなります。

これらにより、「地域医療構想」のもとで病床削減・機能再編がすすめられつつ医療費の削減が図られ、また、在宅医療の受け皿が不十分な状況で自助・共助の理念が促され、介護保険の利用制限を図りながら介護給付額の削減を図られる可能性があります。さらに、医療費（給付額）の削減、国保料（税）と収納（率）の管理が進みます。これらのことが、県の管理下で相互に関連して進められ、まさに「医療介護総合確保推進法」というかたちで一体化した医療改革（改悪）が推し進められます。

　問題点として、①県は医療費（給付額）を市町ごとに比較して、「指導」という形で給付額の多い市町に削減を要求することが予測され、圏域での病床削減・病床機能改編の口実や契機となる恐れがあり、在宅への誘導を迫ってくることも考えられます。②広島県は「統一保険料率」方式をとりますが、「標準保険料率の算定」とあるように必ずしも一定とはしませんが、市町の意向が十分反映されない可能性があります。県が国保料（税）を独断で設定することができます。③収納（率）の管理も県であり、収納率引き上げの厳しい対策強化が進められることが危惧されます。④国保料（税）の滞納者はこれまで各市町の判断により短期保険証や資格証明書の発行措置等を行ってきました。「一元化」以降は県の方針で一律化され、市町の対応が軽視される危険性があります。
（４）広島県高齢者プランと各自治体の新総合事業
第６期広島県高齢者プラン（広島県老人福祉計画、介護保険支援事業計画）は、2015～17年度までを期間とし、2025年度までの指標を示しています。「ひろしま未来チャレンジビジョン」にそって策定され、「広島県保険医療計画」「広島県医療費適正計画」などとの整合性を持たせています。同プランは、「高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援などのサービスを切れ目なく提供する地域包括ケアシステム」の構築について、全市町の日常生活圏域（125）までの拡充を目指すとしています。「社会参画、健康づくり、介護予防、終末期医療、看とりまで、高齢者の自己実現を啓発・支援」「医療介護総合確保推進法等の制度改正を踏まえた地域包括ケアシステム構築に向けた実行性のある対応」「現行プランで取り組みを始めた市町が主体となった地域包括ケアシステム構築を本格化」「プランを推進する広島の強みを活かす」（地域包括ケア推進センター、地域包括ケアシステムの構築手法の類型化、地域包括ケアロードマップの策定、保険者機能評価、医療・介護・保健情報総合分析システム）とされています。これに基づき各市町は「高齢者福祉計画」を策定することになり、新総合事業の実施を平成30年度までに迫られます。
（５）県内の高齢者をめぐる状況　
広島県の高齢者人口の動向として、総人口は1995年をピークとして減少が続き、2010年から2015年までの5年間は3.5万人の減（－1.2％）、2025年までの15年間では17.2万人の減（－6.0％）となる見込みです。その一方で、1995年に45.6万人であった65歳以上の高齢者人口は、2010年には67.7万人に増え、さらに2010年から2015年までの５年間は団塊の世代の高齢化により11.7万人（+17.3％）の大幅な増加が見込まれ、引き続き2025年まで増加する見込みとされています。国は、今後は総人口が減り、65歳以上の高齢者が増え、2025年には高齢化率は30.3%となり、2035年には33.4%になるため危機的な超高齢化社会の状態を迎えるとしています。しかし広島県では23市町のうち16市町が2035年全国水準33.4％を超え、すでに自治体、地域、事業所等の努力で高齢者福祉を支えています。今後高齢者人口が横ばいあるいは減少する市町では、受け皿はある程度整備され、需要（利用者）と供給（事業者）のバランスはそれなりにとれている状況です。高齢化率30%以上にあたる市町はこの介護バランスを維持していくこと、崩されないことが最も重要な課題です。新総合事業への移行は、これまで通りの介護サービスが利用できなくなることであり、介護バランスが崩れることです。国が進める介護保険制度改悪は、住み慣れた町で安心して暮らせる地域包括ケアシステムづくりではなく医療介護での社会保障の枠組みの縮小・後退を目論んだものであり、生存権を奪う可能性があると言えます。広島県は自治体の状況をつかみ、行き場を失う高齢者が生まれないようにするべきです。




